
上田・⾧野間における水道事業広域化の検討について

1

取り組みの趣旨

令和5年8月20日～10月5日
市民説明会 資料

水道事業は皆様からの水道料金で運営していますが、将来の人口減少による料

金収入の減少や老朽化施設の更新費用の増加などが見込まれます。

加えて職員の大量退職と少子化による担い手不足、多発する大規模災害への対

応などから、水道事業の経営環境の悪化が懸念されます。

これらの課題に対応し、将来にわたって適切な料金で安全・安心な水道水を安

定的にお届けするため、水道の基盤強化を図る必要があります。

現在、県企業局、⾧野市、千曲市、坂城町及び上田市では、将来を見据え、地

域にふさわしい水道事業のあり方について、広域化を一つの方向性として検討す

るため「上田⾧野地域水道事業広域化研究会」を設置し、研究を重ねています。

これまでの経緯 （研究会及び⾧野市の活動）

H26 ～ R2 R3 R4 Ｒ5 Ｒ6 以降
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日本の人口推計
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（イメージ図：内閣府大臣官房政府広報室ＨＰより）

水源から安全な水が届くまで（参考図）

水道事業は、原則として市町村が経営し、事業に必要な経費は水道料金で賄う独立採算制と
なっています。（水道法第６条）（地方公営企業法第17条の２）

⾧野市では、篠ノ井、川中島、更北及び信更地区の一部を県企業局（県営水道）が、その他の
地域を⾧野市上下水道局（市営水道）が、取水から浄水処理を行い各家庭へ給水を行っています。

1億4,000万人

8,000万人

1億人

1億2,000万人

4,000万人

2,000万人

1872年 3,481万人

2120年 4,973万人

（参考）
働き始めた社会人が退職する
までに経験するであろう時代
⇒ 社会情勢の変化 大

⾧野市営水道 設立
大正４年（1919年）

～ 誰も経験したことのない人口減少社会を迎えて ～

① ダム（水源）
⇓

② 取水場
⇓

③ 浄水場
⇓

④ ポンプ場
⇓

⑤ 配水池
⇓

⑥ 皆様のご自宅へ
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これまでの４０年間・これからの４０年間

0

6,000万人

（終戦）

平成22年（13年前）
2010年

（97年後）
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明治5年
（151年前）

（出典）公益社団法人日本水道協会 第98回総会（令和3年6月） (特別講演)「水道事業の現状と課題（厚労省水道課 熊谷課⾧）」講演資料
日本の将来推計人口（令和５年推計）結果の概要：国立社会保障・人口問題研究所（令和５年４月26日公表）を一部加工

1億2,806万人（参考）
退職間際の社会人が経験し
てきた時代
⇒ 社会情勢の変化 小
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水道事業の現状と課題

3

R1 R51

※課題１から課題３の
数値はすべて⾧野市、
上田市、千曲市、県営
水道の上水道事業の合
計値

現在の最大稼働率7割
50年後には約5割程度に落ち込む

県営水道

50年間で42％減少
68％ 48％

４事業体（⾧野市営水道・上田市営水道・千曲市営水道・県営水道）の課題

現在の最大稼働率６割
50年後には約4割程度に落ち込む

Ｒ１ 50年後 Ｒ51

35％減少

R1 R51

約47億円
約63億円

約1.3倍

水道事業を支える
人材不足

110人
70人36％減少

H15

136人

19%減少

50年後
Ｒ１ Ｒ51

※ R51の職員数は、仮に当地域の
将来推計人口と同じ割合で減少した
場合

施設の老朽化により、維
持管理費や更新に膨大な
費用が必要

人口減少により、
料金収入が大幅に減少

課題
１

課題
２

課題
３

60％ 38％50年間で37％減少

職員数

（研究会の財政シミュレーションより）

（研究会の財政シミュレーションより）

料金収入

約60億円 約39億円

人口減少などにより、
料金収入が大幅に減少

50年後

⾧野市営水道

【給水人口推計】 【浄水場最大稼働率の推移】

【課 題】

【給水人口推計】 【浄水場最大稼働率の推移】
R1 R51

（R2） （R52）

（R2） （R52）



水道の基盤強化
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38％

経営環境の悪化老朽化・耐震性不足 人材減少・高齢化

水道の基盤強化が必要
【 水道事業に係る 人的（ヒト） 物的（モノ） 財政的（カネ）を強化 】

水道事業の現状と課題

広域化・広域連携の手法を用いて
基盤強化を図るための検討を行っています。

基盤強化に向けて

安全・安心な水の供給 持続可能な事業運営

厚生労働省 令和4年度全国水道関係者会議資料より抜粋

水道事業の使命

安全・安心な水の供給

災害に強い強靭な施設づくり

安定した事業経営の持続

水道の基盤を強化し

市民の皆様の

健康と生活の向上に貢献

することです。

【参考】 水道法 第１条
この法律は、水道の布設及び管理を適正かつ合理的ならしめるとともに、水道の基盤を強化することに

よって、清浄にして豊富低廉な水の供給を図り、もって公衆衛生の向上と生活環境の改善とに寄与するこ
とを目的とする。

「基盤強化」とは、
水道事業に係る 人的（ヒト） 物的（モノ） 財政的（カネ） を強化することです。
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広域化した場合のかたち（研究会）

将来の水道事業のかたち（一般的に）

B水道 C水道

Ａ水道

・A・B・C合同で施設を利用することで最適な
施設規模となる（水の運用、施設の共有）

・一定規模の職員を確保することで、専門職員
の確保・育成や危機管理体制の強化が図れる

・それぞれの事業体の中で、施設の統廃合や
施設の縮小を図る

・限られた人材、人員で運営していく

現在

将来 個別経営 広域化・広域連携

個別経営

Ａ水道

C水道B水道

水道事業が抱えるこれらの課題に対し、
独立採算により健全経営を維持するには、
水道料金の大幅な値上げと水道事業に係る
経費の相当な削減が必要となります。

このため、上田⾧野間の４つの水道事業
体（右図）が広域化（広域連携）すること
で、高低差を利用した自然流下による水道
水の運用とスケールメリットを活かし、将
来の水道料金の値上げを抑制し、経費の削
減を図り、基盤を強化することができない
か検討しています。

広域化を検討している区域（全体で約59万人）

（約27万人）

（約0.7万人）

（約18万人）

（約13万人）

⾧野市営水道

千曲市営水道

県営水道

上田市営水道

（ ）内は現在の給水人口

なぜ、広域化（広域連携）の検討をするのか
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四ツ屋浄水場（県企業局）
竣工年度：1999年（23年）
施設能力：52,000㎥／日

染屋浄水場（上田市水）
竣工年度：1960年（62年）
施設能力：46,800㎥／日

諏訪形浄水場（県企業局）
竣工年度：1964年（58年）
施設能力：48,000㎥／日

八幡浄水場（千曲市水）
竣工年度：1976年（46年）
施設能力：1,110㎥／日

川合新田水源（⾧野市水）
施設能力：24,000㎥／日

夏目ケ原浄水場（⾧野市水）
竣工年度：1972年（50年）
施設能力：50,000㎥／日

犀川浄水場（⾧野市水）
竣工年度：2000年（22年）
施設能力：60,887㎥／日

往生地浄水場（⾧野市水）
竣工年度：1915年（107年）
施設能力：4,317㎥／日

凡 例

その他、浄水能力
1,000㎥/日以上の浄水場

既 設 送 水 幹 線

坂城町

上田市

⾧野市

上田・⾧野間の現況図

計画給水人口

（人）

⾧野県企業局 200,700

⾧野市 273,000

千曲市 10,820

上田市 135,000

計 619,520

水道事業者

 凡  例 

千曲市

芋井

飯綱

飯綱町
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広域化した場合の将来の水運用（構想）

s
d

千曲市役所

（浄水継続）染屋浄水場
（上田市水）

HWL=507.50m

（浄水継続）諏訪形浄水場
（県企業局）

HWL=454.13m

【浄水将来廃止】
八幡浄水場

（千曲市水）
HWL=542.00m

（浄水継続）犀川浄水場
（⾧野市水）

HWL=356.45m

戸隠⿁無里 豊野

信州新町

中条

（浄水継続）四ツ屋浄水場
（県企業局）

HWL=366.50m

松代

若穂

大岡

信更

信里

飯縄

菅平

真田

丸子

武石

塩田、小泉・仁古田

川西

坂城町役場

上田市役所

八幡

飯縄町

信濃町

須坂市

小谷村

小布施町

東御市

小諸市

立科町

青木村

⾧和町

坂北村

麻績村

小川村

大町市

（浄水継続）川合新田水源
（⾧野市水）

HWL=351.50m

芋井

真島

上田市

⾧野市

千曲市

篠ノ井

川中島

坂城町

県庁

⾧野市役所

【浄水将来廃止】
往生地浄水場
（⾧野市水）

HWL=469.88m

これは一例であり、その他、ポンプ場、配水池など、各種施設におい
ても統廃合の検討を行い、経費削減効果を上げていきます。

七二会

染屋浄水場の区域
諏訪形浄水場の上田市内区域（オレンジ点線範囲）を増

諏訪形浄水場の区域
上田市内（オレンジ点線範囲）を除き、千曲市営区域

（緑点線範囲）、四ツ屋浄水場区域（紫色点線範囲の一

部）を増

四ツ屋浄水場の区域
現在の給水区域（紫色点矢印先の紫色点線範囲）を縮小

（紫色実線範囲）し、余剰水量を犀川浄水場へ送水（犀

川以北の紫色実線範囲相当分）

八幡浄水場（千曲市内）、往生地浄水場、夏目ケ
原浄水場（⾧野市内）は更新しない（将来廃止予定）

（灰色の引き出し施設）

この更新、維持管理費用等の削減が地域全体の
プラスの効果となります。
（施設の統廃合により水運用の効率を図り、費
用削減効果を生み出す。）

凡 例

その他、浄水能力が
1,000㎥/日以上の浄水場

【浄水将来廃止】
夏目ケ原浄水場
（⾧野市水）

HWL=440.34m

凡例

水道事業者

⾧野県企業局

⾧野市

千曲市

上田市

飯綱

飯綱町
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広域化による施設整備の概要（構想）

千曲川

❼

❽

犀川

犀川浄水場
（⾧野市）

小市橋

往生地浄水場
（構想：将来浄水廃止）

（⾧野市）

夏目ケ原浄水場
（構想：将来浄水廃止）

（⾧野市）

万葉橋

八幡浄水場
（構想：将来浄水廃止）

（千曲市）❻

❺

❹

川合新田水源
（⾧野市）

四ツ屋浄水場
（企業局）

❸

千曲川水管橋

❾

❾

❾

⾧野市営水道の水道水は現状と同じですが、送水幹線の二重化や浄水場間の連絡管整
備後には、四ツ屋浄水場の余剰水量を犀川浄水場へ送水する構想です。

広域化した場合の⾧野市の水道水

広域化による施設整備等 整備費 施設整備等効果

❶ 染屋浄水場～諏訪形浄水場の連絡管

広域化に
関わる事業費

約300億円

事業運営の
効率化

浄水場の統廃合による施
設の維持管理費や上流か
らの水の融通による施設
の効率的な運用

❷ 染屋浄水場更新

❸ 滝の入水源（四阿高原）の整備
（新たな水源開発）

❹ 上田～⾧野間 送水幹線二重化
（右岸側：諏訪形浄水場～万葉橋）

❺ 上田～⾧野間 送水幹線二重化
（左岸側：万葉橋～千曲川水管橋）

危機管理対策
の強化

浄水場の廃止に伴う、送
水能力の増強、非常時対
応強化、新規水源確保や
連絡管の整備等による
バックアップ機能の追加

❻ 八幡浄水場の廃止に伴う整備

❼ 犀川浄水場～四ツ屋浄水場の連絡管

❽ 川合新田水源へのバックアップ 広域化事業費を
上限とする

その他の事業費

約270億円
❾ その他

全地域の管路や施設の耐震化、更新等

❾

❷

❶
諏訪形浄水場
（企業局）

令和16年度末までの時限補助で、令和16年度までの最⾧10年間が補助の期間。
令和17年度以降は補助制度なし。

広域化関連の補助の期間

上田橋

常田新橋

上田市内の県水区域は
染屋系統に振替の構想

染屋浄水場
（上田市）

◆施設の統廃合（将来計画）
八幡浄水場・夏目ケ原浄水場・往生地浄水
場の廃止

◆浄水場間の連絡管
犀川浄水場と四ツ屋浄水場及び
染屋浄水場と諏訪形浄水場の連絡管整備

施設管理・投資の削減、効率化の向上

◆送水管の二重化
千曲川の右岸・左岸に国の補助金を活用し、
新たに送水管を整備

◆浄水場間の連絡管
災害時の非常時に備え、浄水場間の
バックアップ体制の強化

危機管理体制の強化

主な施設整備計画（構想）
広域化関連施設整備総事業費 ５７０億円
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緊急対応

（参考）管路・施設の事故事例

令和元年10月 台風19号 被災状況

平成26年11月 白馬村 被災状況（神城断層地震）

Φ400mm

丸子地域：内村橋（歩道橋）

老朽管

出水事故

⾧沼支所前
西沖浄水場（豊野）



個別経営と事業統合した場合の財政シミュレーション結果

※「供給単価」 水道水1㎥あたりの販売単価

10

個別経営と事業統合した場合の供給単価※の推移（料金比較）…全地域

【財政検討の結果】令和7年度に広域化（事業統合）をすると仮定した場合の供給単価の推移

事業体別の効果

管理体制の効率化等（人件費、委託費等） 165億

（※）内訳

施設整備費に充てる補助金等の増加 380億

その他(事業規模の拡大による効果等） 124億

事業体別
① 給水区域内人口

※（）内は給水世帯数
（R7～R52の平均）

② 広域化の効果
（R7～R52合計）

③ 1人当たりの効果
※（）内は1世帯当たり

⾧野市営水道 220,135人（106,214世帯） 361億円 3,564 円/人/年 （7,387円/世帯/年）

千曲市営水道 5,015人 （2,068世帯） 22億円 9,760 円/人/年（23,666円/世帯/年）

上田市営水道 107,922人 （51,565世帯） 94億円 1,909 円/人/年 （3,995円/世帯/年）

県営水道 150,938人 （67,078世帯） 192億円 2,753 円/人/年 （6,195円/世帯/年）

合 計 484,010人（226,925世帯） ※ 669億円 3,006 円/人/年（6,412円/世帯/年）

図－１

全地域の
検討結果



※「供給単価」 水道水1㎥あたりの販売単価
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供給単価の推移（個別経営と事業統合の比較…⾧野市営水道、県営水道）

図－２

【財政検討の結果】令和7年度に広域化（事業統合）をすると仮定した場合の供給単価の推移

⾧野市営水道
の検討結果

図－３

県営水道の
検討結果

⾧野市営水道の広域化の効果
①+②＝361億円

（仮定）2037年度（令和19年度）に料金統一

料金統一までは既存事業（⾧野市営水道）の供給単価（点線）
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メリット デメリット

〇コスト削減・負担軽減
・施設の統廃合による投資の効率化、動力費等の

削減
・国の財政支援により、施設や管路の更新費、建

設費の負担軽減
・水道料金の上昇抑制

〇危機管理体制の強化
・専門人材の確保と育成
・運転監視体制の強化
・管路更新・耐震化の推進

〇業務効率化・住民サービス
・市営水道、県営水道の料金やサービス差の解消
・組織の効率化

〇下水道事業
・下水道事業を分離することによる業

務効率の低下

〇お客様窓口
・お客様窓口等を集約化した場合は

サービス低下につながる可能性あり

〇基準・システム等
・管理方法、各種基準、システム等の

統一、統合に係る経費が大きい

〇各自治体の意向が反映されづらい

広域化・広域連携の効果と課題

広域化（事業統合）による主なメリット・デメリット

水道事業単体で事業を継続していくよりも、広域化により事業統合するこ
とで、経費の削減、災害時の対応強化、必要な人材の確保を図ることがで
き、より水道の基盤を強化することができます。

水道料金の値上げ幅を小さくし、将来を担う世代の負担を
減らします。

国の財政支援により、配水池や浄水場、水道管などの水道
設備の更新や耐震化が進みます。

水道事業に携わる専門人材の確保・育成ができます。

浄水場間の連絡管、送水幹線の二重化の整備により緊急時
でも水道水が供給できるようになります。

広域化（事業統合）による効果
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≪効果≫

❏ 市営水道は約50年間で361億円（平均 約７億円/年、7,387円/世帯/年）
県営水道は約50年間で192億円（平均 約４億円/年、6,195円/世帯/年）
の料金上昇抑制効果が示されました。

⾧野市全体では467億円の削減効果があります。
経営面からすると、年間9億円の経費削減することと同等となります。

❏ 市内の市営水道と県営水道のお客様サービスや料金格差が解消されます。

❏ 送水幹線の二重化及び浄水場間の連絡管の整備により、効率的な水運用
が図られ、災害時等の非常時にも浄水場の予備力等を活用し、水の確保
が可能となります。

❏ 新たな大きい組織としての直接採用による職員体制を目指すことで、
水道事業に特化した専門職員の確保や育成、危機管理体制の強化が
図れます。

⾧野市において広域化することで期待される効果と課題

13

≪課題他≫

❏ 広域化のデメリットについては以下の検討を行います。
・下水道事業 ⇒ 統合後の水道事業体への業務委託などの検討
・お客様窓口 ⇒ 電子申請などサービスの代替方策の検討
・基準・システム ⇒ 国の財政支援の活用検討など
・各自治体の意向反映 ⇒ 統合後の組織での運営方法の検討など

❏ 昨年の市民説明会で質問の多かった「民営化に繋がるのではないか」との
懸念については
⇒突然の倒産による水の供給停止や職員の技術力の低下等を招かないように、

引き続き、公営企業として事業を運営すべきで、民営化は考えていません。

❏ 他県では、水道事業の広域化に参加していない自治体もあるがなぜか。
⇒財政シミュレーション結果において、水道料金抑制のメリットが少ない等の

理由から参加していない自治体があります。
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（参考） ⾧野県水道ビジョンの改定概要（⾧野県環境部の取り組み）

・⾧野県水道ビジョンは県内水道事業の広域連携の推進方針等を記載した「水道広域化推進
プラン」としても位置付けられており、広域化について次の①、②を記載しています。

① 全県の広域連携の方向性

推進方針等 ● ⾧野市・上田市・千曲市・坂城町・県企業局（以下「５団体」とい
う。）は「事業統合」を含めた事業者間での連携の検討を進める。

● 新たに設立された事業体と他の事業者との事務の共同化、技術面・
人材面での協力や災害時の復旧支援や業務受託等の連携を検討す
る。

● 東御市については、市内に佐久圏域の水道事業者の給水区域があ
るため、佐久圏域の水道事業者との連携の可能性も含め、最適な
広域連携の形を検討する。

具体的取組内容 ● ５団体では、事業統合等を視野に検討する。
● 先行する５団体を中核とし、人材育成等の技術連携や一部事務（緊

急時対応、物品の共同購入等）の連携など、実現可能なものを関
係事業者間で検討する。

● 財政の改善効果が最も大きく、専門性の高い人材の確保や、施設整備、管理業務、災
害時の対応等の事業運営全般において組織体制強化を図ることができる圏域単位の
「事業統合」を目指すことが望ましい。

● ただし、「事業統合」に向けて段階的に広域連携を実施する場合は、以下の方策によ
り圏域全体の基盤を強化する。
【該当圏域：佐久、上田・⾧野、上伊那、松本】
一部の事業者の「事業統合」を先行して実施し、圏域の中核となる事業者を設立した
上で、圏域内の他の事業者との事務の共同化・技術面、人材面での協力や業務受託等
の連携を行う。

● 圏域をまたぐ広域連携が有効な場合は、圏域が異なる事業者間における広域連携策に
ついても検討を進める。

② 上田・⾧野圏域の連携方策等

・⾧野市、上田市、千曲市、坂城町、県企業局では、水道事業の抱える課題に対応するた
め、平成26年に研究会を設立し、広域化・広域連携を見据えた、上田⾧野地域の将来の
水道事業のあり方について検討をはじめました。

・令和３年からは更に検討を進めるため、「上田⾧野地域水道事業広域化研究会」を設立
し、 広域化による「事業統合」を含む連携の検討を重ねています。

・「水道広域化推進プラン」には、上田⾧野間のこれまでの検討内容が反映されています。



松本市

小谷村
中野市

小諸市

立科町

佐久市

坂北村

麻績村

大町市

下諏訪町

白馬村

茅野市諏訪市

飯山市

山ノ内町

信濃町

小川村

青木村

飯綱町

⾧和町

高山村

須坂市

小布施町

⾧野市

千曲市

坂城町

上田市

県企業局

東御市

生坂村
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（参考） ⾧野県水道ビジョンの改定概要（⾧野県環境部の取り組み）

上田・⾧野圏域の連携方策 等



事業体 浄水場数
（箇所）

配水池数
（箇所）

施設利用率
（高い方が

効率が良い）

浄水施設の
経年化率

（低い方が良い）

浄水施設の
耐震化率

（高い方が良い）

配水池の
耐震化率

（高い方が良い）

⾧野市 20 256 55.2% 31.6% 56.1% 35.0%

千曲市 5 16 40.5% 0.0% 0.0% 0.0%

上田市 5 101 55.5% 60.7% 13.7% 33.9%

企業局 2 67 61.1% 0.0% 100% 87.5%

合計 ４事業合計
32箇所

４事業合計
440箇所

全国平均:H30
59.8%

全国平均:H30
4.1%

全国平均:R1
32.6%

全国平均:R1
58.6%

（参考）水道事業の現状
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４事業合計の給水人口は政令市（例：静岡市）に近い規模となる

施設数が多く、整備や管理に必要な労力が大きい

※「施設利用率」 ：施設能力に対する水道水の製造量を平均的に表す指標
※「浄水施設経年化率」：法定耐用年数を超過した浄水施設能力が全施設能力に占める比率
※「浄水施設の耐震化率」：耐震対策の施された浄水施設能力が全施設能力に占める比率
※「配水池の耐震化率」：耐震対策の施された配水池有効容量が全配水池有効容量に占める比率

1 事業の概況

2 資産（施設）の概況

事業体 給水人口
（人）

給水面積
（㎢）

施設能力
（㎥/日）

一日最大
給水量

（㎥/日）

一日平均
給水量

（㎥/日）

職員数
（人）

⾧野市 267,895 191.35 165,039 99,367 91,120 122

千曲市 6,774 8.26 5,388 2,616 2,181 3

上田市 131,982 117.73 84,018 50,760 46,633 55

企業局 184,972 292.25 100,000 68,219 52,967 51

合計 591,623 609.59 354,445 220,962 192,901 231

※坂城町は⾧野県企業局の給水区域に含まれる
※令和2年（2020年）決算統計調査による整理

※坂城町は⾧野県企業局の給水区域に含まれる
※令和2年（2020年）決算統計調査、経営比較分析表による整理
※全国平均は厚生労働省公表の令和元年度（2019年度）値、水道事業ガイドライン現状分析ツール（2018年度値）

※四捨五入等により公表値と異なる場合がある



事業体 管路延⾧
（㎞）

管路経年化率
（低い方が良い）

管路更新率
（高い方が良い）

管路耐震化率
（高い方が良い）

基幹管路の
耐震管率

（高い方が良い）

⾧野市 2,469 22.9% 0.79% 15.2% 42.4%

千曲市 95 11.8% 0.20% 5.3% 41.0%

上田市 1,032 12.1% 0.48% 9.8% 28.8%

企業局 1,460 8.9% 0.44% 18.3% 40.5%

合計 ４事業合計
5,056㎞

全国平均:H30
15.6%

全国平均:H30
0.60%

全国平均:H30
12.3%

全国平均:R1
40.9%
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管路延⾧が⾧く、整備や管理に必要な労力が大きい

※「管路経年化率」：法定耐用年数（40年）を超過した管路延⾧が総延⾧に占める割合
※「管路の更新率」：1年間に更新した管路延⾧が総延⾧に占める割合
※「管路耐震化率」：耐震管延⾧（水道配水用ポリエチレン管を含む）が管路総延⾧に占める比率
※「基幹管路」：全管路のうち導水管、送水管、配水本管（配水支管の分岐がない管路）のこと

3 資産（管路）の概況

※坂城町は⾧野県企業局の給水区域に含まれる
※令和2年（2020年）決算統計調査、経営比較分析表による整理
※全国平均は厚生労働省公表の令和元年度（2019年度）値、水道事業ガイドライン現状分析ツール（2018年度値）

※四捨五入等により公表値と異なる場合がある



（参考）お寄せいただいた主なご意見・ご質問

ご意見 内 容

賛成

・安定して水を供給することが重要である。

・これから先の課題（人口減少、施設の老朽化）などを考えると広域化に対して反対する理由はあり

ません。

・将来の子供や若者達が現在と比べて過度に料金を負担することは避けるべきだと考えます。

・持続可能な水道を将来の子供達に残せるとすれば、広域化に賛成です。

・各市町村でやって行けば必ず行き詰まります。 どんどん進めてください。

・技術力の向上が見込める。国からの補助金対象となる。

・料金値上げが抑制でき、人材の確保ができる等、事業の安定、合理性があると思う。

・実施例が他県でも多数あって、国が推進していることを理解した。

わからない

（不明）

・検針業者からどんどん外国資本が入ってしまうようで恐怖。

・民営化的な運営になるのではないか。

・市民の多くがどう思っているのか。

・専門性の高い職員が流出してしまうのではないか。

疑問
（反対）

・民営化が待っているのではないか。

・今までどおり安心して使いたい。

・身近な物が遠くになるような気がする。

・安全安心なものにしてほしい。

・⾧野市の職員は優秀なので、今後も単独でやってほしい。

・国は広域化すれば税金で支援を行い、それ以外は支援しない。広域化へ誘導している目的をあきら

かにすべき。

・人口減少は全国的であるが、水道は生活にかかせない。国の責任で支援をすべきです。

その他

・料金が上がるのは仕方がない。

・若い世代～中年世代の方々向けにはもっと積極的にSNSによる発信をしてもよいと思います。

・窓口に伺う頻度は実際少ないですが、市役所や支所のように身近に窓口を作って頂けるといざとい

う時に安心です。

・先送りすることなく、進めてほしい。

・市民は水道事業体の将来に関心はないのか。

・大切な水、命の水は地域で守るべきではないか。広くなりすぎるとその思いが希薄になる。お金だ

けではない。

・地域全体で縮小、コンパクト化を図れないのか。（都市規模）

・広域化をもっと広げる必要は。（須高地区、中高地区、飯綱町、信濃町等）

・広域化により水質をどのように確保するかが不明である。

・下水も広域化を進めるのかどうか。（処理施設の管理も含め）

・水は命そのものです。毎日水は口にするもの、安全が全てです。

18
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主なご質問

Ｑ）広域化した場合、水道料金はどうなるのか。

Ａ）事業統合することで国の財政支援を活用し、施設整備等を進めることで料金値上げを抑制できると見込

んでいます。

Ｑ）広域化した場合の経営はどうなるのか。

Ａ）事業統合した場合、⾧野市も参画した企業団による経営を考えています。

Ｑ）下水道事業はどうなるのか。

Ａ）引き続き市で経営することとなります。水道との連携は必要であり、現在検討しています。

Ｑ）広域化した場合、各自治体の議会の意向が反映されず、関与が出来なくなり、水道事業が自治体から離

れることが心配である。広域化すると地域の声が伝わりづらくなるのではないか。

Ａ）広域化した場合、いろいろな自治体が集まり運営する組織となることで、自治体の意向が反映しづらく

なることが考えられます。

事業統合した場合、企業団での運営を想定しており、企業団の中には議会を設けることになりますが、

構成等については、先進地事例等を参考に、今後検討していきます。併せて、組織、運営体制について

も検討していきます。

Ｑ）お客様窓口を集約化した場合のサービス低下について、どのような対応を考えているのか。

Ａ）広域化した場合、各事業体のお客様窓口が統合されることで、サービス低下となる可能性も考えられま

すが、サービス低下に繋がらないように、組織体制等について今後検討していきます。

Ｑ）なぜ広域化することが必要なのか。

Ａ）施設の統廃合、災害時対応、施設の更新等含め総合的に考えると、４事業体が単独で事業を継続するよ

りも統合した場合の方が水道料金の値上げを抑制することができます。また、一定の職員数が確保され

ることで、政令指定都市並みの職員数となり、将来の計画や戦略により、課題や問題を解決することが

できることから、現在、広域化の検討を進めています。

Ｑ）広域化ができなかった場合にはどうなるのか。

Ａ）広域化しない場合には現状を維持していきます。個別経営を選択しても事業継続は可能ですが、いずれ

にしても人口減少等による課題の解決は必要です。広域化した場合の方が基盤強化に繋がる部分が大き

いと考えています。

Ｑ）広域化した場合も、その後の人口減少等により経営維持が困難となり民営化に繋がるのではないか。

Ａ）突然の倒産による水の供給停止や職員の技術力の低下等を招かないように、引き続き、公営企業として

事業を運営すべきで、民営化は考えていません。公営企業として安全・安心な水をお届けする目的を使

命として事業を進めていきます。

Ｑ）水道事業が独立採算制であることに驚いている。

水道料金では事業は賄えないので、独立採算制を見直し、不足する部分には税金を投入する必要がある。

空気と水はなくてはならないものであり、税金を使うことは当たり前ではないか。

Ａ）公営企業は独立採算によるものと法に規定されています。経営努力を行い、水道料金による事業運営を

継続していく必要があると考えています。
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水道事業は、住民生活や経済活動に必要不可欠な基幹のライフラインと
して、その生命と暮らしを守るという極めて重要な役割を担っています。

今回は水道事業の広域化について検討経過の一部をお知らせしましたが、
引き続き市民の皆様と一緒に⾧野市の水道事業のあり方について検討して
まいります。

なお、研究会でまとめた報告書の詳細については、⾧野市上下水道局の
ホームページにてご覧いただけます。

水道事業の広域化について、ご意見などありましたら、以下の問い合わ
せ先までお願いします。

最後に

https://www.city.nagano.nagano.jp/suido/index.html

【お問い合わせ先】
⾧野市上下水道局 水道整備課 ☎ ２２４－８３７３（直通）

E-mail：suiseibi@city.nagano.lg.jp

総務課 ☎ ２２４－５０７０（直通）

E-mail：suisomu@city.nagano.lg.jp

FAX：２２４－５１１４

上下水道局
ホームページ

広域化検討動画
（YouTube）

説明会で上映しました動画をご覧いただけます。


